予算要求資料
平成３０年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：健康増進対策費
	事業名　新　清流の国ぎふ健康経営推進事業費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部　保健医療課　健康増進係　電話番号：058-272-1111（内2539）

　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　5,700（22,808）千円 （前年度予算額： 0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	22,808
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	22,808

	決定額
	5,700
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,700


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

健康増進法第８条の規定に基づく岐阜県健康増進計画として「第３次ヘルスプランぎふ２１（計画期間平成３０～３５年度）」を策定し、生活習慣病の発症予防と重症化予防に重点をおいた県民の健康づくり対策を推進する。

本県の「平均寿命」は、平成22年において男性は79.92歳（全国11位）、女性が86.26歳（全国29位）であり、また「健康寿命」が平成25年において、男性71.44歳（全国19位）、女性74.83歳（全国12位）となっている。

健康寿命と平均寿命のかい離は、不健康な期間の拡大を意味し、医療費の増大、個人の生活の質の低下が懸念される。このため、日常的な健康づくり活動を促し、検診の受診、生活習慣病の早期発見・治療により、健康寿命を延伸させる必要がある。
健康づくりは、壮年期から取組、継続して取り組むことが重要であるため、企業に焦点をあて、健康づくり応援事業を実施する。
（２）事業内容

企業が従業員の健康を経営資源と捉え、従業員の健康づくりの重要性の認識を高めるようにするため、企業が「清流の国ぎふ健康経営宣言」をして健康づくりの取組み目標を定め、従業員の健康づくり支援を行う。

宣言企業に対して、県が、栄養士や健康アドバイザーの派遣、運動教室開催、運動器具の助成などを行い、継続的な健康づくりの取組みにつなげる。

特定健診受診率の向上につなげるため、受診率が70％未満の企業にあっては、受診率の向上を取組みの必須要件とする。
【登録企業のメリット】

・県HPでの企業紹介
・健康教室の開催費用補助、運動機器整備の費用補助

・がん検診の費用補助　等

（３）県負担・補助率の考え方

　　国が策定した「健康日本２１」と都道府県健康増進計画である「ヘルスプランぎふ２１」は連動しており、健康寿命の延伸、生活の質の向上等という目的を達成するため県で事業展開を行う。　　　
（４）類似事業の有無

　　無

３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	報償費
	100
	講師報償費

	旅費
	286
	業務旅費、費用弁償

	需用費
	60
	消耗品

	役務費
	270
	電話代、郵便代

	委託料
	1,092
	健康バスツアー開催委託

	補助金
	21,000
	健康教室開催、運動器具導入費用助成、がん検診助成等

	合計
	22,808
	


	　決定額の考え方
健康教室の補助率を1/2とし、その他の特典は計上を見送ることとします。


４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

・健康増進法第８条に基づく都道府県健康増進計画である「第３次ヘルスプランぎふ２１」
（２）国・他県の状況

・国は健康日本２１（第２次）、都道府県は各都道府県健康増進計画を策定。

（３）後年度の財政負担

・県計画の推進を図るため、継続実施が必要である。
（４）事業主体及びその妥当性
・県計画に基づき県が主体となって実施することが妥当である。

県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	清流の国ぎふ健康経営推進事業費補助金

	補助事業者（団体）
	県内企業等

（理由）従業員の健康づくりを支援するため

	補助事業の概要
	（目的）日常生活に制限のない自立した生活ができる期間を延伸する。

（内容）企業等が実施する、従業員の健康づくりに資する事業に対し助成する。

	補助率等
	定額・定率・その他

（内容）上限１００千円
（健康教室、健康器具導入各１００千円）

（理由）他県の補助を参考に設定

	補助効果
	日常的な健康づくりの取り組み継続により、健康寿命の延伸が図られる。

	終期の設定
	終期３２年度

（理由）終期到来時にはその時点における県民の健康づくりへの機運や取組を踏まえて、その後の方針を検討し、継続や廃止等の判断をする。


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

県民の健康増進を目的に、市町村等が新たに実施する健康づくり事業を支援し、日常生活に制限のない自立した生活ができる期間を延伸する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年度末)
	目標

(H30年度末)
	目標

(終期)

	①特定健診受診率
	49.0％

（H27）
	－
	70％

	①慣習的に運動する人
	男性23.0％

女性17.8％
	－
	男性36.0％

女性33.0％

	①野菜摂取量
	男性237ｇ

女性257ｇ
	－
	男性350ｇ

女性350ｇ


	
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)


	(要求額)

22,808千円

	指標①目標
	
	
	
	
	　　－

	指標①実績
	
	
	
	
	(推計値)

　　－　回

	指標①達成率
	％
	％
	％
	％
	(推計値)
－　％


（前年度の成果）

	


（今後の課題）

	



（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	人口減少、少子高齢社会において、誰もが地域で長く活躍していただくことが必要な中で、県民の健康増進に資する事業を支援することは必要。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（事業の見直し検討）

	　終期到来時にはその時点における県民の健康づくりへの機運や取組を踏まえて、その後の方針を検討し、継続や廃止等の判断をする。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）


